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第一部 【企業情報】 
  

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
いません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 
３．平成27年12月期は決算期変更の経過期間となることから、第３四半期に相当する四半期報告書は作成してい

ないため、前第３四半期連結累計期間および前第３四半期連結会計期間の主要な経営指標等の推移について
は記載していません。 

４．平成27年12月期は決算期変更の経過期間となることから、前連結会計年度につきましては、従来３月決算で
あった会社は９ヵ月間(平成27年４月１日～平成27年12月31日)、従来より12月決算の会社は12ヵ月間(平成
27年１月１日～平成27年12月31日)を連結対象期間とした決算となっています。 

  

２ 【事業の内容】 
当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 
また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。 
  

(航空・油圧機器事業) 
当社は、第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった株式会社ハイエストコーポレーション

を吸収合併しました。 
  

(産業用機器事業) 
当社は、第２四半期連結会計期間において、当社の持分法適用関連会社であったナブコシステム株式会社の株

式を追加取得したことにより、同社及びその連結子会社３社を連結子会社としました。 

回次 
第14期 

第３四半期 
連結累計期間 

第13期 

会計期間 
自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

売上高 (百万円) 176,246 187,000 

経常利益 (百万円) 16,224 16,418 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 12,453 11,059 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,218 6,004 

純資産額 (百万円) 148,278 148,924 

総資産額 (百万円) 241,712 233,381 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 100.82 88.85 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 100.70 88.75 

自己資本比率 (％) 58.2 60.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 21,165 8,746 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △10,700 △4,886 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,942 △19,090 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 39,401 34,709 
 

回次 
第14期 

第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成28年７月１日
至  平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 42.44 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在していません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結、変更及び解約はありません。 

  

― 3 ―



３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、原油安の継続や、英国のEU離脱などを背景に欧米での先行きの

不透明感が継続し、新興国では中国の成長鈍化および東南アジア諸国での停滞など、全体として牽引役不在のまま

やや低調に推移しました。 

我が国経済では、雇用情勢の改善が見られるものの、個人消費の伸び悩みや、円高および新興国経済の減速もみ

られ、景気の停滞感が増してきました。 

このような中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績については、為替影響、海運・造船市況の低迷

や中国鉄道案件の遅れ等を受けたものの、自動ドア販売会社の連結子会社化により、売上高176,246百万円、営業利

益は16,804百万円、経常利益は16,224百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は12,453百万円となりました。 
  

(注) 前連結会計年度は決算期変更の経過期間となることから、比較対象となる平成27年12月期第３四半期連結財

務諸表を作成していないため、対前年同四半期増減率を記載していません。 
  

(売上高・営業利益) 

当第３四半期連結累計期間の売上高は176,246百万円となり、営業利益は16,804百万円となりました。売上高営業

利益率は9.5％となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりです。 

  

 ① 精密機器事業 

精密機器事業の売上高は40,979百万円、営業利益は6,196百万円となりました。 

精密減速機は、新製品の拡販遅れはあるものの、主に産業用ロボット向け受注が堅調に転じ、結果として当初

計画との乖離も限定的にとどまりました。 

  

 ② 輸送用機器事業 

輸送用機器事業の売上高は43,790百万円、営業利益は7,392百万円となりました。 

鉄道車両用機器は、中国鉄道案件の遅れにより、売上高も当初計画に対して弱含みに推移しています。商用車

用機器の売上高は買収効果もあり、堅調に推移しています。 

 舶用機器は、海運・造船市況の低迷に伴い売上高は計画を大きく下回り推移しています。 

  

 ③ 航空・油圧機器事業 

航空・油圧機器事業の売上高は34,808百万円、営業損失は330百万円となりました。 

航空機器は、為替による影響を受け、売上高は当初計画に対し低調に推移しています。油圧機器は、中国の建

設機械需要は当初の見込み通りであり、売上高は想定通りに推移しています。 

  

 ④ 産業用機器事業 

産業用機器事業の売上高は56,668百万円、営業利益は3,546百万円となりました。 

自動ドアは、底堅い需要および国内販社の連結子会社化を背景に、売上高は当初計画を上回り推移をしていま

す。包装機の売上高は海外向けで少し遅れがみられるものの、国内向けはほぼ計画通りに推移しています。 
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(経常利益) 

営業外収益は、主に持分法による投資利益591百万円により1,165百万円、営業外費用は、主に為替差損1,514百万

円により1,745百万円となりました。その結果、経常利益は16,224百万円となりました。 

  

(親会社株主に帰属する四半期純利益) 

特別利益は、主に持分法適用関連会社を連結子会社化する際に発生した株式評価益(段階取得に係る差益)786百万

円により1,885百万円となり、特別損失は、主に固定資産処分損62百万円により64百万円になりました。その結果、

税金等調整前四半期純利益は18,045百万円となりました。 

以上の結果、法人税等及び非支配株主に帰属する四半期純利益を加減した親会社株主に帰属する四半期純利益は

12,453百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

(資産) 

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は134,330百万円、固定資産は107,382百万円であり、その結果、総資産

は241,712百万円と前連結会計年度末比8,331百万円の増加となりました。主な増加要因は、たな卸資産の増加4,417

百万円及び有形固定資産の増加8,327百万円です。一方、主な減少要因は受取手形及び売掛金の減少4,011百万円及

び投資有価証券の減少3,480百万円です。 

  

(負債) 

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は79,063百万円、固定負債は14,370百万円であり、その結果、負債合計

は93,434百万円と前連結会計年度末比8,977百万円の増加となりました。主な増加要因は、未払法人税等の増加

2,445百万円及び退職給付に係る負債の増加1,817百万円です。 

  

(純資産) 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は148,278百万円です。自己資本は140,715百万円と前連結会計年度末

比1,353百万円の減少となりました。主な増加要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益12,453百万円に伴う利益

剰余金の増加です。一方、主な減少要因は為替換算調整勘定の減少7,362百万円及び配当による利益剰余金の減少

5,711百万円です。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、営業活動により獲得した

資金21,165百万円を主に配当金の支払、設備投資に充てた結果、39,401百万円と前連結会計年度末比4,691百万円の

増加となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、21,165百万円の資金の増加となり

ました。増加要因としては主に税金等調整前四半期純利益、減価償却費及び売上債権の減少によるものです。一

方、減少要因としては主にたな卸資産の増加、仕入債務の減少及び法人税等の支払によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、10,700百万円の資金の減少となり

ました。これは主に有形固定資産の取得によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、3,942百万円の資金の減少となりま

した。これは主に配当金の支払によるものです。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は5,482百万円です。 

  

(6) 従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、ナブコシステム株式会社を連結子会社化したことに伴い、産業用機器事業

セグメントの従業員が944名増加しています。 

なお従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数です。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成28年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれていません。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

  
  
(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  
  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  
  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成28年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成28年11月14日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 125,133,799 125,133,799 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株です。

計 125,133,799 125,133,799 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年９月30日 ― 125,133 ― 10,000 ― 26,273 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしています。 

① 【発行済株式】 

平成28年６月30日現在

  

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれており、また相互保有株式が次の

とおり含まれています。 

大力鉄工株式会社          80株 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれていま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれていま

す。 

  
  

② 【自己株式等】 

平成28年６月30日現在

  
  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
 普通株式   948,100 
(相互保有株式) 
 普通株式    20,500 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
 普通株式 

124,066,100 
1,240,661 ― 

単元未満株式 
 普通株式 

99,099 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 125,133,799 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,240,661 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
ナブテスコ株式会社 

東京都千代田区 
平河町２丁目７－９ 

948,100 ― 948,100 0.76 

(相互保有株式) 
旭光電機株式会社 

兵庫県神戸市中央区 
元町通５丁目７－20 

15,000 ― 15,000 0.01 

(相互保有株式) 
大力鉄工株式会社 

兵庫県神戸市東灘区 
田中町４丁目９－２ 

5,500 ― 5,500 0.00 

計 ― 968,600 ― 968,600 0.77 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。  

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。  

  
２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。  

  

３．決算期変更について 

当社及び国内連結子会社は、前連結会計年度より決算日を３月31日から12月31日に変更し、同時に連結決算日を

３月31日から12月31日に変更しています。この結果、平成27年12月期は決算期変更の経過期間となることから、前

第３四半期連結財務諸表を作成していないため、前第３四半期連結累計期間の記載はしていません。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 22,068 22,677 

    受取手形及び売掛金 59,750 55,739 

    有価証券 13,000 17,000 

    商品及び製品 5,579 6,407 

    仕掛品 11,622 14,855 

    原材料及び貯蔵品 11,219 11,576 

    繰延税金資産 1,975 2,003 

    その他 3,597 4,330 

    貸倒引当金 △238 △259 

    流動資産合計 128,575 134,330 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 50,637 53,434 

        減価償却累計額 △30,927 △33,375 

        建物及び構築物（純額） 19,709 20,059 

      機械装置及び運搬具 69,647 67,991 

        減価償却累計額 △52,554 △50,442 

        機械装置及び運搬具（純額） 17,092 17,549 

      工具、器具及び備品 26,188 26,175 

        減価償却累計額 △22,362 △21,810 

        工具、器具及び備品（純額） 3,825 4,364 

      土地 13,737 17,467 

      建設仮勘定 1,551 4,802 

      有形固定資産合計 55,916 64,243 

    無形固定資産     

      のれん 19,424 16,432 

      その他 4,233 3,821 

      無形固定資産合計 23,657 20,253 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 23,057 19,576 

      退職給付に係る資産 204 198 

      繰延税金資産 465 695 

      その他 1,585 2,506 

      貸倒引当金 △82 △92 

      投資その他の資産合計 25,231 22,884 

    固定資産合計 104,805 107,382 

  資産合計 233,381 241,712 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 38,643 39,413 

    短期借入金 5,256 6,548 

    1年内償還予定の社債 10,000 10,000 

    1年内返済予定の長期借入金 76 84 

    未払法人税等 1,056 3,502 

    製品保証引当金 611 578 

    受注損失引当金 5 1 

    その他 17,349 18,934 

    流動負債合計 73,000 79,063 

  固定負債     

    長期借入金 ― 829 

    役員退職慰労引当金 180 272 

    退職給付に係る負債 7,339 9,157 

    繰延税金負債 2,093 2,244 

    その他 1,842 1,866 

    固定負債合計 11,456 14,370 

  負債合計 84,456 93,434 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 10,000 10,000 

    資本剰余金 14,237 14,237 

    利益剰余金 107,487 114,183 

    自己株式 △2,718 △2,648 

    株主資本合計 129,005 135,772 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 2,159 1,517 

    繰延ヘッジ損益 3 ― 

    為替換算調整勘定 11,597 4,235 

    退職給付に係る調整累計額 △697 △810 

    その他の包括利益累計額合計 13,062 4,942 

  新株予約権 379 466 

  非支配株主持分 6,476 7,097 

  純資産合計 148,924 148,278 

負債純資産合計 233,381 241,712 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 176,246 

売上原価 126,079 

売上総利益 50,166 

販売費及び一般管理費 33,362 

営業利益 16,804 

営業外収益   

  受取利息 96 

  受取配当金 53 

  受取賃貸料 160 

  持分法による投資利益 591 

  その他 264 

  営業外収益合計 1,165 

営業外費用   

  支払利息 113 

  為替差損 1,514 

  その他 117 

  営業外費用合計 1,745 

経常利益 16,224 

特別利益   

  段階取得に係る差益 786 

  固定資産売却益 735 

  投資有価証券売却益 10 

  負ののれん発生益 352 

  特別利益合計 1,885 

特別損失   

  固定資産処分損 62 

  投資有価証券評価損 2 

  特別損失合計 64 

税金等調整前四半期純利益 18,045 

法人税等 5,504 

四半期純利益 12,541 

非支配株主に帰属する四半期純利益 87 

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,453 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 12,541 

その他の包括利益   

  その他有価証券評価差額金 △613 

  繰延ヘッジ損益 △3 

  為替換算調整勘定 △8,137 

  退職給付に係る調整額 △150 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △417 

  その他の包括利益合計 △9,323 

四半期包括利益 3,218 

（内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 4,333 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △1,115 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

  税金等調整前四半期純利益 18,045 

  減価償却費 5,508 

  のれん償却額 1,098 

  負ののれん発生益 △352 

  株式報酬費用 143 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 39 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 415 

  受取利息及び受取配当金 △149 

  支払利息 113 

  持分法による投資損益（△は益） △591 

  固定資産売却損益（△は益） △735 

  固定資産処分損益（△は益） 62 

  投資有価証券売却損益（△は益） △10 

  投資有価証券評価損益（△は益） 2 

  段階取得に係る差損益（△は益） △786 

  売上債権の増減額（△は増加） 6,040 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △2,595 

  仕入債務の増減額（△は減少） △2,666 

  その他 579 

  小計 24,160 

  利息及び配当金の受取額 625 

  利息の支払額 △68 

  法人税等の支払額 △3,552 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 21,165 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

  定期預金の預入による支出 △5 

  定期預金の払戻による収入 56 

  有形固定資産の取得による支出 △10,671 

  有形固定資産の売却による収入 1,278 

  無形固定資産の取得による支出 △540 

  無形固定資産の売却による収入 84 

  投資有価証券の取得による支出 △10 

  投資有価証券の売却による収入 42 

  子会社出資金の取得による支出 △31 

  関係会社株式の取得による支出 △51 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△793 

  その他 △59 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △10,700 
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                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

  短期借入金の純増減額（△は減少） 763 

  長期借入れによる収入 849 

  長期借入金の返済による支出 △130 

  非支配株主からの払込みによる収入 275 

  自己株式の取得による支出 △2 

  自己株式の売却による収入 1 

  配当金の支払額 △5,685 

  非支配株主への配当金の支払額 △14 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,942 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,830 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,691 

現金及び現金同等物の期首残高 34,709 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  39,401 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

(連結の範囲の重要な変更) 

第２四半期連結会計期間より、当社の持分法適用関連会社であったナブコシステム株式会社の株式を追加取得した

ことにより、同社及びその連結子会社３社を連結の範囲に含めています。 

また第２四半期連結会計期間において、当社は連結子会社であった株式会社ハイエストコーポレーションを吸収合

併しました。これに伴い、消滅会社である株式会社ハイエストコーポレーションを連結の範囲から除外しています。

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

(税金費用の計算) 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりです。 

  

  
  
(株主資本等関係) 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年１月１日 
至  平成28年９月30日) 

現金及び預金 22,677百万円 

有価証券 17,000 〃 

計 39,677 〃 

預入期間が３か月超の定期預金 △276 〃 

現金及び現金同等物 39,401 〃 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年３月24日 
定時株主総会 

普通株式 2,731 22 平成27年12月31日 平成28年３月25日 利益剰余金 

平成28年７月29日 
取締役会 

普通株式 2,980 24 平成28年６月30日 平成28年９月７日 利益剰余金 
 

― 16 ―



(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成28年１月１日  至  平成28年９月30日) 

  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

(注) セグメント間の内部売上高又は振替高に係る調整額は、セグメント間取引消去△1,700百万円です。 
  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 (重要な負ののれん発生益） 

当社は「産業用機器事業」において、当社の持分法適用関連会社であったナブコシステム株式会社の株式を

追加取得し、平成28年４月１日より同社を連結子会社化しています。 

 当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては352百万円です。 

  

 

            (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

調整額 

(注) 

四半期連結

損益計算書

計上額 
精密 

機器事業 

輸送用 

機器事業 

航空・油圧

機器事業 

産業用 

機器事業 
計 

売上高              

  外部顧客への売上高 40,979 43,790 34,808 56,668 176,246 ― 176,246 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
80 213 1,239 167 1,700 △1,700 ― 

計 41,059 44,003 36,047 56,836 177,947 △1,700 176,246 

セグメント利益 

又は損失(△) 
6,196 7,392 △330 3,546 16,804 ― 16,804 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりです。 

  

  

 

項目 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 100円82銭 

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 12,453 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額 

(百万円) 12,453 

普通株式の期中平均株式数 (株) 123,516,242 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 100円70銭 

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) ― 

普通株式増加数 (株) 154,544 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― 
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２ 【その他】 
  

第14期(平成28年１月１日から平成28年12月31日まで)中間配当については、平成28年７月29日開催の取締役会

において、平成28年６月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議しました。 

① 中間配当金の総額                                2,980百万円 

② １株当たり中間配当金                                  24円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成28年９月７日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成28年11月11日

ナブテスコ株式会社 

取締役会  御中 
  

  

  

  

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナブテスコ株式

会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナブテスコ株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  古  山  和   則     ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  秋  田  英   明     ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  内  田  好   久     ㊞ 
 

  

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。 

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月14日 

【会社名】 ナブテスコ株式会社 

【英訳名】 Nabtesco Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 小 谷 和 朗 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長である小谷和朗は、当社の第14期第３四半期(自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30日)の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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